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1.　序章 
　昨年度までの研究で、「外資外食企業の日本市場への進出と展開」について考察した。
まず、日本で成功している日本マクドナルド、日本ケンタッキー・フライド・チキン、ス
ターバックスコーヒージャパンの事例とタコベル、ウィンビーなどの撤退している企業の
事例から、 外資外食産業の日本市場での KFSを考察した。その結果、日本市場で新しく
参入するには
・日本市場に熟知した適切なパートナーと提携している
・現地適応化のために日本側に経営決定権の権限移譲を行っている
の 2点が重要であることを述べた。この 2 つが揃った上で、日本市場にあった初期のプロ
モーション（「ハンバーガー」、「フライドチキン」あるいは「ドーナツ」などの日本にな
い食文化を根付かせる）戦略をとることができる。全く新しい食文化、食事のスタイルを
受け入れてもらうための取り組みを行い、需要が起こらないかもしれないという「需要の
不確実性」を回避することが出来る。
　次に「外資外食産業には先発者優位が働くのではないか」という仮説を立て、証明を試
みた。しかし、デメリット・リスクとしては「新市場の形成・成長には後述するような数
多くの先駆者コスト（pioneering costs）を負担する必要がある」「後発者に、市場開拓期
および市場形成期の研究開発や生産設備に関して先駆者が得た成果や築き上げてきた基盤
にただ乗りされる」といった点が挙げられる。これらのデメリット・リスクを回避しなけ
れば「先発者の優位性」を享受することが出来ない。そこで、先発者として市場を立ち上
げ、リーダーとなった企業がどのような戦略をとることで デメリット・リスクを回避し、
先発者のメリットを内部化しているのかを、「ポジショニング戦略」を用いて考察した。
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まず、デメリット・リスク一つ目の「新市場の形成・成長には後述するような数多くの先
駆者コスト（pioneering costs）を負担する必要がある」については、上記に挙げた参入
時の戦略をとることで、 新市場を立ち上げることが出来る。続いて二つ目のデメリット・
リスク「後発者に、市場開拓期および市場形成期の研究開発や生産設備に関して先駆者が
得た成果や築き上げてきた基盤にただ乗りされる」という点の回避についてポジショニン
グ戦略を用いて考察した。「市場を立ち上げる」先発者とはリーダー企業として始まる。
一般的に、リーダーはポジション維持のために「市場拡大」「チャレンジャーの戦略をか
わす」 必要がある。そして、マクドナルドやスターバックスという各リーダーの事例か
ら、市場拡大 のために「コストリーダーシップ戦略」チャレンジャーに対して差別化戦
略の中でも特に「フルライン戦略」「同質化戦略」をとっていることを示した。このよう
にして、外資外食産業は先発者の優位性を内部化することが出来ている。
　そして、最後に、先発者である KFC の下落より「競合の多様化」について考察を行っ
た。KFCは参入当初こそ「フライドチキン」という新しい商品を展開するということで
差別化戦略をとっていた。しかし次第にハンバーガー業界やコンビニ業界も「フライドチ
キン」を展開するようになってくると「フライドチキン」自体での差別化が出来なくなっ
てきた。つまり、フライドチキンチェーン店にとって、同市場には競合はいなかったはず
であるが、他の市場の企業が商品多角化、市場同士が重なり合い、それぞれの市場を切り
離して考える事自体が難しくなってきている。つまり異なった市場の企業がライバルとな
り得る「競合の多様化」が起こっている。そして、これはフライドチキン市場のみでな
く、カフェ市場等でも見受けられる。外食産業自体が飽和している日本においては、リー
ダー企業による他市場への多角化、つまりは 競合の多様化は大きな特徴である。そこで、
他市場への多角化や業務形態の多様化などの競合の多様化や、市場飽和やニーズの変容な
ど市場の変遷といった外部要因に対応してダイナミックに戦略を展開していくべきであ
る。
2.　日本の外食市場の概況
　2─1.　成熟する日本市場
　既述のように、日本外食市場は成熟している飽和市場と言える。その中で、昨年度の研
究で挙げた様に、リーダー企業等の既に参入している企業は隣接市場に多角化するなどし
てパイを広げようとするため、「競合の多様化」が起こってくる。本節では、こういった
成長市場の特徴である「競合の多様化」を他国の市場概況・各企業の戦略等と比較し、そ
れに基づいた多国籍企業の組織について研究を行う。 また、一般的に成熟市場への参入は
難しく、後発企業はあまり生まれない。しかし、近年日本の外食産業には「コールド・ス
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トーン・クリーマリー」や「クリスピー・クリーム」といった後発の参入企業が見られ
る。そこで次章では、そういった成熟市場への参入について事例を基に考察する。
　2─2.　日本の外食市場のプロダクト・ライフ・サイクル推移
　これまでは日本の外食市場と、そこに参入している外資系の外食チェーンの戦略につい
て研究を行なってきた。そして、日本市場では市場規模の衰退・縮小がみられ、飽和した
市場の中で 競合の多様化が発生していることを述べた。
　前述の通り、日本市場に焦点を当てて研究を進めてきたが、グローバル企業としての全
体像を知るためには、他国市場の外食産業との比較が必要となる。日本市場との比較対象
としたのは、現在日本で成長を続ける多くの外食チェーンが発祥した地でもある米国市場
と、近年外食市場規模が著しく拡大している中国やインドなどの新興国市場である。日
本、そして各国との比較を行なうと、核となるメインメニューは同じ標準化された商品を
販売していても、国毎に異なる戦略をとっている場合や、同じ商品であっても国によって
は大幅に販売時期が異なっている場合もあることがわかる。われわれは企業がどのような
戦略をとるかはプロダクト・ライフ・サイクル理論に基づくものであると考え、各国ごと
のプロダクト・ライフ・サイクルを把握して、段階にあわせた適切な戦略をとる企業がグ
ローバルでも成功している企業であると結論づけることとした。
　2─3.　PLC からみた日本市場
　これまでの研究で述べたように、日本の外食市場は既に飽和状態にあるといえる。外食
市場が停滞し始めた当時もマクドナルドはハンバーガー市場で 70％という圧倒的シェア
を誇り、参入時から一貫して「リーダー」のポジションを維持していたといえる。ここで
いうリーダーとは、ランチェスターの法則を研究したアメリカの数学者 B. O.クープマン
によって導き出された『ランチェスター戦略モデル式』により作られた市場シェア理論、
「クープマン目標値」を参考にしている。成熟期の市場においてマクドナルドが変わらず
リーダーのポジションを維持できた理由はというと、マクドナルドは自社の市場内でのリ
ーダー企業としてのポジショニングを理解したうえで、リーダーがとるべき戦略（コスト
リーダーシップ戦略、全方位戦略や同質化戦略など）を着実に行なってきたことが挙げら
れる。
3.　成熟期の外食市場（米国）  
　米国の外食産業市場規模は約 6000億ドル（2011年）で、近年も一貫して成長を続けて
いる。2000年の時点では 3790億ドルだった市場規模は、その後 11年間で 2252億ドル増
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加して 159％の成長をみせた。この成長を根本的に支えていたのは米国国内で継続して人
口が増加していることによる影響であるのは間違いない。2008年の米国金融危機の際は
一時的な落ち込みを見せたものの、不況からは徐々に立ち直りつつあり、特に安価で気軽
に食事が可能なファストフード・カジュアルレストランが回復の兆しを見せている。
　米国はマクドナルドや KFCなど、グローバルに展開を続ける多くの外食チェーンが発
祥した国であり、既にハンバーガー市場やカフェ市場などの各製品別市場で競争が激化し
ている。また、市場全体の規模が伸び続けてはいるものの、その成長率はやや鈍化傾向に
ある。既に、米国マクドナルドでも 2009年にマックカフェ（McCafe）を全米 14000店で
導入している。その直前の 2008年にはダンキンドーナツがプレミアムコーヒーを強化し、
2012年にはバーガーキングがカフェメニューを拡充した。一方で、カフェ業態を主とす
るスターバックスコーヒーは、他社がカフェメニューを拡充して高品質コーヒーの販売を
始めた、ほぼ同時期に収益が悪化した。この収益悪化の要因として、他社の高品質コーヒ
ーの販売の影響を受けていることは間違いない。
　こういった米国の外食市場の動きは、日本の外食市場と類似している。米国の外資系チ
ェーン各社は日本と同様に、既にハンバーガー店やカフェといった製品カテゴリー内での
競争だけではなく、新たなターゲット層を狙って様々な戦略を打ち出している。つまり、
日本と同様に競合の多様化が発生しているのである。また、米国市場は、既に飽和市場で
はあるものの、市場規模は前述の通り伸び続けていることからもまだ衰退期には入ってお
らず、成熟期に位置しているといえる。ならば日本と米国はプロダクト・ライフ・サイク
ル上において同じ段階に位置しているのではないだろうか。日本の外食産業は米国より遅
れをとって 1970年代に本格化したものの、戦後の高度経済成長とともに急速に発展した。
そのため、外資チェーンの本国である米国市場におけるプロダクト・ライフ・サイクルと
同段階へと進んでいることが考えられる。
4.　成長期の外食市場（中国・インド）
　 4─1.　中国の外食市場
　中国は 2012年現在、最も勢いのある外食市場の一つである。中国商務省の統計による
と、外食産業の売上高は 2000年以降、年平均 18.2％増という驚異的なスピードで成長し
ており、2005年は前年比 17.7％増の 8886.8億元となった。外食需要が個人消費全体に占
めるシェアも急上昇しており、90年の 5.1％から 2005年には 13.2％へと高まった（日本
は 2003年で 11.2％）こうした外食需要の急拡大には、人々の生活水準の向上や余暇時間
の増加が影響しているとみられる。中国人はもともと「食」に対するこだわりが強く、所
得が増えると食生活がそれに対応して多様化・高度化する傾向が強いといわれる。2004
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年末に流通外資に対する出店規制が緩和されたため、外資系企業の中国への進出は今後さ
らに増加するとみられる。すでに、ファストフード大手の米ケンタッキー・フライド・チ
キンが 4000店舗、米マクドナルド社が 1400店舗、中国に進出しているほか、日本の外食
産業も国内市場が伸び悩むなかで、中国市場に活路を見出そうとしている。 
　次に、中国市場における外資チェーンの動向について、プロダクト・ライフ・サイクル
理論を交えて考察を行なう。中国市場はプロダクト・ライフ・サイクル上では 2012年現
在、「成長期」に位置していると考えられる。成長期には、第一にシェアの拡大・維持の
ための戦略が必要となる。一般的に成長期の市場において、標準的な商品はまだ確立して
いないため、各社の競争優位の源泉は他者との差別化となるというのが一般論である。
　また、外食産業の特有の現象として、売上を拡大させ成長するには“店舗数・客数を増
やし、客単価をあげる”ための戦略をとる必要がある。そのため、まずは出店拡大に向け
て企業全体としての生産体制を確立させる必要がある。同時に、自社商品を現地市場で定
着させるための戦略をとり、スピードのある店舗数拡大をすることが望まれる。
　現在の中国市場では KFCが店舗数で圧倒的に優位な立場に立っている。中国のファス
トフード市場全体におけるヤムの市場シェアも 40％と、マクドナルドの 16％を上回って
いる。KFCの成功要因は、Yum!LogisticsChinaを設立して独自の物流を構築し、初期の
段階でグローバル標準の物流体制を確立させたことにある。グローバル標準体制、つまり
大量生産に適応できる体制を早々と作り上げたことによって、その後の店舗展開を迅速に
行なうことができたのである。また、日本市場と同様に地域毎にメニューを変更する取り
組みも行なっている。KFCは中国限定で「お粥」や「北京ダック」などを販売している。
特に、中国では朝食にお粥を食べることが多いという食文化を汲み取り、朝食メニューに
「お粥」を投入したことで人気が高まり、中国においても KFCが受け入れられる要因とな
った。このことが、他社チェーンとの差別化にも繋がったといえる。
　上述のように、KFCが行なった（1）初期における生産体制の確立（2）メニューの現
地化戦略という 2点は、“自社商品を定着させ、スピードのある店舗数拡大をする”とい
う成長市場において外食企業がとるべき戦略と非常に密接に繋がると考えられる。だから
こそ中国市場において KFCは圧倒的なシェア・店舗数を拡大することができたのだろう。
　競合他社であるマクドナルドとの違いとして、出店の立地戦略の違いも挙げられる。マ
クドナルドは第 1級、第 2級都市を中心に店舗を拡大してきたのに対して、KFCは第 3
級～第 6級都市での店舗拡大を急速に進めているのである。例えば、KFCは 2009年に約
500店舗を新規出店しているが、そのうち 140店舗は中国の中西部に出店。さらに 2009
年に出店した店舗のうち約半分は第 3級～第 6級都市に出店している。ちなみに、KFC
は企業として第 4級都市を“あまり発展していない地方都市”、第 6級都市を“村や町”
と定義している。つまり、まだ所得格差の大きい広大な中国においても将来の経済成長を
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見越して既に中西部の村や町に手を伸ばし始めているのである。競争が激しくなってから
消費者を奪い合うよりも、競合他社が押し寄せる前に地位を築こうとする意図は、先発者
優位の理論にも通ずるところがある。
　4─2.　インドの外食市場
　インドの外食市場も、中国と同様に急成長を遂げている市場の一つである。約 12億人
の人口を抱え、そのうち約 6割は 30歳未満（うち約半数は 25歳以下）という巨大な人口
規模を誇るインド市場は、外食各社にとっても有望市場であると近年盛んに取り上げられ
ている。以前は人口規模が大きくても所得水準が低かったことが足かせとなっていたもの
の、近年の経済成長によって世帯年収 20万ルピー以上の比率は現在 15％（約 1億 8000
万人）に達しており、2025年には人口の 70％がこの所得層に入ってくると見込まれてい
る。この世帯年収 20万ルピー以上の所得層がインド国立応用経済研究所（NCAER）によ
って中間所得者層と定義づけられている層である。
　インドの外食市場における大手外食チェーンの市場規模は 2015年には 2800億ルピー
（約 6000億円）に達する見込みであり、外食市場全体の市場規模も 2015年には 6250億ル
ピーに拡大するとの見方がある。元々庶民屋台での飲食が日常的に行なわれているインド
では、外食の習慣は都市人口の大半に浸透しており、特に都市部の人々は外食を一種のレ
ジャーとして楽しむようになっているとの見方もある。
　インド市場の特徴として、宗教の影響を考慮にいれた現地化戦略が非常に重要であるこ
とがいえる。インド人口の 80％を占めるヒンズー教徒は豚肉を食べないこと、同 13％を
占めるイスラム教徒は牛肉を食べないこと、そして 25～ 30％のインド人はベジタリアン
であることを考慮する必要がある。そのため、インドでは標準化された商品を持ち込むだ
けではなく、現地の食文化に適した商品を展開することが必要不可欠である。グローバル
共通の商品の展開を強みとするマクドナルドも、インドでは全メニューの 75％はインド
で開発されたオリジナルメニューであるといわれる。
　4─3.　PLCによる考察
　インド市場も中国市場同様にプロダクト・ライフ・サイクル上では「成長期」に位置す
ると考えられ、参入初期の段階では KFCやマクドナルドの戦略からも明らかなように各
社は生産体制の確立や出店拡大に取り組んでいる。しかし、KFCは中国市場の生産体制
を強化し、マクドナルドはインド市場での展開に主力を注いでいることを考えると、どの
市場を重点的に開拓するかは各社それぞれであり、成長期の市場に対する投資は集中的に
行なったほうが良いとも考えられる。
　というのも、成長期の市場においては自社商品を市場で定着させられるか否かがその成
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功のポイントであり、そのためには商品の現地化は勿論、各国にあわせたプロモーション
の実施、現地企業との提携を通じたチャネルの開拓など多種多様な戦略が求められるので
ある。
5.　成熟市場への参入
　5─1.　成熟する日本市場
　序章でも述べた様に、日本の外食産業は成熟・飽和している。しかし、近年「コール
ド・ストーン・クリーマリー」「クリスピー・クリーム・ドーナツ」等の後発の外資外食
企業が進出してきている。しかも、アイスクリームやドーナツといった、既に市場として
は存在し、且つ規模としてはさほど大きくない市場である。そして、またこれらはマクド
ナルドや KFC程ではないが着実に成果を挙げている。この章では、日本の成熟した外食
市場に後発として参入してくる企業の KFSを考察する。
　5─2.　成熟市場での可能性
　これまで、「新市場を創出することが出来れば先発者優位を享受できる」、また「成長市
場へ参入すればライバル企業のパイを奪うことなく自社の成長が期待できる」と述べてき
た。しかし、恩蔵は著書『コモディティ化市場のブランドマーケティング』の中で成熟市
場への参入の可能性を述べている。成熟市場に参入する根拠としては以下の 3点が挙げら
れる。
　（1）在来企業の慢心
　（2）創造的破壊への抵抗
　（3）市場よりも戦略の重要性
　5─3.　4つの顧客価値と市場参入戦略
　従来、市場参入戦略の焦点は参入順位にのみ当てられていた。先発であるか後発である
か、後発であるならば先発から期間的にどのくらい遅れているのか、順位的に何番かとい
った問題が検討されていた。しかし、恩蔵は、顧客にとっての提供価値という視点を加味
することで、いくつかの新しい市場参入戦略の方向性を見出すことが出来ると述べる。以
下、4つの提供価値について述べる。
　・経験価値戦略
　知覚差異が小さく、既存カテゴリーとの違いも小さいような新製品では、経験価値戦略
を検討すべきである。
　・品質価値戦略
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　新製品は既存のカテゴリー上にあっても顧客による知覚差異が明確であれば品質価値戦
略を実施すればよい。
　・カテゴリー価値戦略
　知覚差異が低くても、既存カテゴリーからの違いを訴えることが出来る新製品であれば
カテゴリー価値戦略が適している。
　・独自価値戦略
　最後は、知覚差異が大きく既存カテゴリーとの違いも大きい新製品の場合である。
　5─4.　外食産業における経験価値戦略
　では、上記の戦略フレームを外食産業に当てはめて、成熟市場への戦略を考察してみた
い。外食産業（特にわれわれが対象としているチェーン店・FF市場）においては、商品
の「味」という知覚差異は製造業と比べて、さほど大きくない。既存の製品カテゴリーと
比較した場合にも、製造業と比べると「嗜好品」というカテゴリーは同じであり、違いを
認識しにくい。顧客に品質価値（味）を強調することも、カテゴリー価値を強調すること
もほとんど有効に機能しない。そこで、外食産業では成熟市場に参入する際には「経験価
値戦略」が必要だと仮定する。前述のように経験価値戦略とは、当該新製品が有する経験
的な価値（物語・感覚・歴史・驚きなど）に焦点を当てながら、顧客マインド内に独自の
ポジションを築くことが狙いである。伝統的な顧客は理性的な価値を追求してきたが、今
日の顧客はもっと刺激を受けたり、楽しんだり、教育されたり、チャレンジしたりといっ
た感情的価値も重視するようになっている。
　5─5.　後発参入企業の事例：クリスピー・クリーム・ドーナツ
　アメリカ合衆国で 1937年に創業し、2010年 1月末現在、アメリカ合衆国の 37州、オ
ーストラリア、バーレーン、ドミニカ共和国、カナダ、中華人民共和国（上海）、インド
ネシア、日本、クウェート、レバノン、マレーシア、メキシコ、フィリピン、プエルトリ
コ、カタール、韓国、タイ、サウジアラビア、トルコ、アラブ首長国連邦、イギリスで
646の店舗を展開している（アメリカ国内の 85店は直営、アメリカ国内の 144店とアメ
リカ国外の全店舗 417店はフランチャイズ）。
　2006年 12月 15日に、東京都渋谷区の新宿サザンテラスにクリスピー・クリーム・ド
ーナツ 1号店がオープン。オープンデッキからドーナツ製造工程を見学できる。この場所
は各企業・地方自治体のアンテナショップが出店している商業エリアであり、人の往来が
絶えない好立地の新宿サザンテラスを生かして「クリスピー・クリーム・ドーナツ」ブラ
ンドの認知度を向上させるアンテナショップ的役割を補う店舗である。
　また、クリスピー・クリームでは整列時にアミューズメント性を持たせる仕組みを取り
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入れている。まず「製造工程の可視化」である。ドーナツを作っている所をそのまま見え
る化することで、整列することすらも楽しいという心情的・感覚的価値を提供している。
　このように、経験価値を生み出すことで、成熟市場に参入出来ている。
　5─6.　後発参入企業の事例：コールド・ストーン・クリーマリー
　1988年にドナルド、スーザンのサザーランド夫妻によって設立され、アメリカ合衆国
のアリゾナ州テンピで開業。
　1995年アリゾナ州ツーソンにフランチャイズ 1号店を出店して以降、全米各地に 1300
店舗を超える店舗を出店し、一大チェーンとして発展した。ニューヨーク・タイムズスク
ウェアに旗艦店を持ち、アラスカやハワイ、カナダ、カリブ海地域、グアムやプエルトリ
コにも出店した。
　日本では、2005年 11月 3日、初の米国外進出第 1号店舗として東京都港区・六本木ヒ
ルズに出店した。日本での店舗展開は順調で、現在は北海道・東北・関東・東海・関西・
九州の各地方で店舗を構えており、さらに、2009年まで 150店舗の出店計画を発表して
いる。さらに 2006年 7月 15日には韓国ソウル中心部の鍾路地区へ出店し、アジア地区へ
の浸透を進めている。
　コールド・ストーン・アイスクリームはイメージでは「歌うアイス屋さん」が強いかも
しれないが実は本国ではそういったブランドイメージは少ない。チップを払わなければ歌
ってくれないし、払ったとしても歌わないこともある。歌いたくないからチップは払うな
というクルーすらいる。
　しかし、日本に進出する際には「歌うアイスクリーム屋さん」を徹底しており、全国ど
の店舗でも実施されている。まさに通常のアイス屋さんに「歌」というエンターテイメン
トを加えることで、「楽しい」「ハッピー」といった、心情的・感覚的価値を提供してい
る。
　この例も経験価値を生み出すことにより、成熟市場に参入している。
　5─7.　日本の外食産業への後発進出
　この節では、成熟市場への参入要因・参入戦略について考察を行う。上記 2社の例から
考察できることは、外食産業とは情緒的な面が大きく、知覚差異も小さい市場であるた
め、経験価値戦略をとることが成熟市場への参入においては有効である。成熟市場の国で
あってもその国の既存企業との差別化として経験価値を提供することが出来れば、後発企
業でも参入する事が出来る。
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6.　終章
　昨年までは日本の外食産業が創成された背景や、市場創成の初期段階で特に大きな影響
を及ぼしたマクドナルドや KFCなどの外資系の外食チェーンの戦略について研究を進め
てきた。そのなかで企業が他国の外食市場への参入後、成功するためには企業の戦略に幾
つかの共通点があることを理解した。この共通点は、市場のプロダクト・ライフ・サイク
ルに基づき、導入期にとるべき戦略であったことが今年度の研究において明らかになっ
た。
　また、1998年以降、企業は外食市場規模の停滞・縮小の傾向を受けて、それまでとは
異なる戦略をとるようになったために、異なる製品カテゴリー間での「競合の多様化」の
現象が発生するようになった。今年度の研究では、この競合の多様化という現象は日本の
外食市場のプロダクト・ライフ・サイクルにおいて成熟期の段階に移行したことにより発
生したものであると結論づけた。成熟期の段階では、企業は多角化や製品ラインナップの
拡充、ニッチ路線の開拓などを行なってシェアの拡大・維持を図ることが求められる。現
代の日本の外食市場においても変わらずのシェア優位にたつのはマクドナルドである。マ
クドナルドの日本での成功には、市場におけるプロダクト・ライフ・サイクルの推移を適
宜理解して、それに合わせた戦略を打ち出してきたことが大きく影響すると考えられる。
　また、日本市場について研究を進める中でもグローバル企業としての戦略上の利点も散
見されたことから、他国市場との比較も行なった。特にプロダクト・ライフ・サイクルの
理論に基づいて、日本市場同様の成熟期の段階にある米国市場と、外食市場が近年飛躍的
に拡大し成長期の段階にある中国市場やインド市場については重点的な比較を行なった。
各国市場の研究を通して、やはり日本に限らずグローバルに成功している企業はその市場
ごとのプロダクト・ライフ・サイクルに適応した戦略をとっていることが明らかになっ
た。そして最後に、現在の日本市場への参入の可能性について検討した。日本市場が成熟
期の段階に位置するということはこれまでも述べてきたが、成熟期の段階に移行してから
もいくつかの外資系外食チェーンは日本市場への参入を果たしている。「クリスピー・ク
リーム・ドーナツ」や「コールド・ストーン・クリーマリー」などが一定規模まで店舗を
拡大させて自社の商品を広めた企業の例に挙げられるが、われわれはこれら企業の成功
は、「経験価値戦略」に基づくものであると分類した。前述の 2社はいずれも、先発外資
チェーンが独占するカテゴリーに参入したものの、価格帯やサービスの提供方法まで既存
の企業とは異なる戦略をとっていた。そのために、顧客の五感や情緒に訴えかける手法が
消費者に受け入れられて、需要を生みだしたと考えられる。そもそも、外食産業とは極め
て情緒性の高い産業であるとされる。消費者が、外食に関する購買の際に最も重視するの
は「メニュー」「ファッション性」「オペレーション」の 3つであるといわれる。外食ブラ
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ンドが持つ「メニュー」「ファッション性」としての価値は時間の経過や消費者トレンド
の作用により変化しやすい。また、単価が低いためにブランド間での乗り換えコストが発
生しないことや、製品そのものの質も非製造業の特徴である“生産と消費の同時性”を受
けるために、製造オペレーションの手法や人に左右されやすい。そのため、企業は消費者
に対して商品やサービスの新たな価値を提供し続けることが重要であり、特に成熟期の市
場で成長を図るためには従来の戦略の見直しが求められる。
　言い換えれば、成熟期の市場においても新たな価値を与えることができれば、今から新
規参入しようとする外食企業が成功できる可能性は十分にあるともいえる。特に、日本国
内には持ち込まれていないサービス形態を持つ外資系の外食チェーンが参入した場合、そ
の企業が日本市場の消費者に対して経験価値を与えることができるならば、在来チェーン
との直接競争を避けてニッチ市場にてシェアを確保できる可能性がある。
　日本の外食市場は成熟期に移行したものの、既存チェーン・新規参入チェーンともに、
成熟期の市場特性を十分理解して適切な戦略を打ち出すことが出来れば、まだまだ成長の
余地は秘められている市場であると結論づける。
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